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（課の内部組織）

第１条 内部部局の課、附属機関の課及び地方機関の課（管区警察学校、府県情報通信部、

方面情報通信部及び通信支部の課を含む。以下同じ。）並びにこれらに準ずるもの（以

下単に「課」という。）に、係を置く。

２ 所属長（内部部局の官房長、各局長及び各部長、各附属機関の長並びに各地方機関の

長をいう。以下同じ。）は、課の事務を処理するため特に必要がある場合においては、

警察庁長官（以下「長官」という。）の承認を得て、２以上の係の上に班を置くことが

できる。

３ 係及び班の名称及び分掌事務の範囲は、所属長が長官の承認を得て定める。ただし、

附属機関及び地方機関にあつては、当該所属長がこれを定め、事後速やかに長官に報告

しなければならない。

（課長補佐）

第２条 課に、課長補佐（国家公安委員会会務官にあつては、補佐官。以下単に「課長補

佐」という。）を置く。ただし、府県情報通信部及び方面情報通信部の課には、これを

置かないことができる。

２ 課長補佐は、課長（課長に準ずる職を含む。以下同じ。）の指揮監督を受け、課長の

職務遂行について課長を補佐する。

（理事官）

第３条 内部部局の課には、課長補佐のほか、理事官を置くことができる。

２ 理事官は、命を受け、課の所掌事務のうち重要事項に係るものについての企画及び立

案に参画し、並びに関係事務を総括整理する。

（専門官等）

第４条 内部部局の課には、課長補佐のほか、専門官、技術専門官、指導官又は技術指導

官を置くことができる。

２ 専門官は、命を受け、課の所掌に係る事項についての専門的な調査及び研究並びに関

係事務の指導を行う。

３ 技術専門官は、命を受け、課の所掌に係る事項についての技術的な調査及び研究並び

に関係事務の指導を行う。

４ 指導官は、命を受け、専ら、課の所掌事務に係る事項についての指導を行う。

５ 技術指導官は、命を受け、専ら、課の所掌事務に係る事項についての技術的な指導を

行う。

（企画官）

第５条 長官官房に、企画官を置くことができる。

２ 企画官は、命を受け、警察庁の所掌事務のうち重要事項に係るものについての企画及

び立案に参画し、並びに関係事務を整理する。

（調査官）

第６条 内部部局の長官官房、各局又は各部（以下「部局」という。）に、調査官を置く

ことができる。

２ 調査官は、命を受け、部局の所掌事務のうち重要事項に係るものについての企画及び

立案に参画し、並びに関係事務を整理する。

（専門官等の名称）

第７条 専門官、技術専門官、指導官及び技術指導官、企画官並びに調査官の名称には、

別に定めるところにより、その所属する課若しくは部局又はその担当する事務の名称を

冠するものとする。



（総合研究官）

第８条 次の各号に掲げる内部部局の課に、当該各号に定める総合研究官各１人を置く。

(1) 長官官房総務課 警察制度総合研究官

(2) 長官官房人事課 人事総合研究官

(3) 長官官房会計課 装備総合研究官

(4) 長官官房国際課 国際総合研究官

(5) 生活安全局生活安全企画課 生活安全総合研究官

(6) 生活安全局少年課 少年問題総合研究官

(7) 刑事局刑事企画課 刑事総合研究官

(8) 刑事局組織犯罪対策部企画分析課 組織犯罪対策総合研究官

(9) 交通局交通企画課 交通総合研究官

(10) 交通局交通企画課 高度道路交通政策総合研究官

(11) 警備局警備企画課 警備総合研究官

(12) 警備局警備課 警備実施総合研究官

(13) 警備局外事情報部外事課 外事情報総合研究官

(14) 情報通信局情報通信企画課 情報通信総合研究官

２ 総合研究官は、命を受け、課の所掌事務について、高度の専門的な知識経験に基づく

総合的な調査及び研究等を行うことにより、その企画及び立案の支援を行う。

（分析官）

第９条 次の各号に掲げる内部部局の課に、当該各号に定める分析官各１人を置く。

(1) 刑事局刑事企画課 犯罪情報分析官

(2) 情報通信局情報技術解析課 解析技術評価分析官

２ 分析官は、命を受け、課の所掌事務について、高度の専門的な知識経験に基づく調

査及び分析等を行うことにより、その企画及び立案の支援を行う。

（秘書室）

第10条 長官官房総務課に、秘書室を置く。

２ 秘書室においては、長官及び次長に関する秘書的業務をつかさどる。

３ 秘書室に、秘書室長を置く。

４ 秘書室長は、命を受け、秘書室における事務を整理する。

（会計監査官）

第11条 長官官房会計課に、会計監査官を置く。

２ 会計監査官は、命を受け、警察庁組織令（昭和29年政令第1 8 0号。以下「令」とい

う。）第10条第４号に掲げる事務のうち会計の監査の実施に関する事務を処理する。

（工場）

第12条 長官官房会計課に、工場を置く。

２ 工場においては、令第10条第９号に掲げる事務をつかさどる。

３ 工場に、工場長を置く。

４ 工場長は、命を受け、工場における事務を整理する。

（鉄道警察管理室）

第13条 生活安全局地域課に、鉄道警察管理室を置く。

２ 鉄道警察管理室においては、令第16条各号に掲げる事務のうち鉄道警察の運営及び管

理に関する事務をつかさどる。

３ 鉄道警察管理室に、室長を置く。

４ 室長は、命を受け、鉄道警察管理室の事務を整理する。



（知的財産権保護対策官）

第14条 生活安全局に、知的財産権保護対策官１人を置く。

２ 知的財産権保護対策官は、命を受け、令第20条第３号に掲げる事務を助ける。

（総合情報分析室）

第15条 警備局警備企画課に、総合情報分析室を置く。

２ 総合情報分析室においては、令第37条第５号に掲げる事務（画像情報分析室の所掌に

属するものを除く。）をつかさどる。

３ 総合情報分析室に、室長を置く。

４ 室長は、命を受け、総合情報分析室の事務を整理する。

（極左対策室）

第16条 警備局公安課に、極左対策室を置く。

２ 極左対策室においては、令第38条第１号及び第２号に掲げる事務のうち極左的主張に

基づく暴力主義的破壊活動に関する事務（警備情報対策室の所掌に属するものを除く。）

をつかさどる。

３ 極左対策室に、室長を置く。

４ 室長は、命を受け、極左対策室の事務を整理する。

（外事技術調査室）

第17条 警備局外事情報部外事課に、外事技術調査室を置く。

２ 外事技術調査室においては、令第40条に掲げる事務のうち技術的事項に係るものの調

査及び企画に関する事務をつかさどる。

３ 外事技術調査室に、外事技術調査室長を置く。

４ 外事技術調査室長は、命を受け、外事技術調査室における事務を整理する。

（調査官等）

第18条 附属機関及び地方機関の課には、課長補佐のほか、調査官、側衛官、専門官、技

術専門官又は通信現業管理官を置くことができる。

２ 調査官は、命を受け、課の所掌事務（警備情報に関する事務を除く。）の一部を総括

整理し、課の所掌事務に関し調査研究を行う。

３ 側衛官は、命を受け、護衛に関する事務を整理する。

４ 第４条第２項及び第３項の規定は、専門官及び技術専門官の事務について準用する。

５ 通信現業管理官は、命を受け、通信施設の保守若しくは運用又は情報技術の解析に関

する業務のうち現業に係るものを総括処理する。

６ 調査官、側衛官、専門官、技術専門官及び通信現業管理官の分担する事務の範囲は、

所属長が定め、事後速やかに長官に報告しなければならない。

７ 第７条の規定は、調査官、側衛官、専門官及び技術専門官の名称について準用する。

（術科主幹）

第19条 警察大学校に、術科主幹若干人を置くことができる。

２ 術科主幹は、命を受け、術科（警察法施行規則（昭和29年総理府令第44号）第67条に

規定する術科をいう。以下この条において同じ。）に関する専門的事項について調査研

究を行い、及び術科に関する教育訓練の指導をつかさどる。

３ 術科主幹は、術科に関し高度の専門的な知識及び技能を有する警察大学校の教授のう

ちから命ずる。

（情報通信調査官）

第20条 管区警察局情報通信部並びに東京都警察情報通信部及び北海道警察情報通信部の

課には、情報通信調査官を置くことができる。



２ 情報通信調査官は、命を受け、課の所掌事務のうち重要事項に係るものについての企

画及び立案に参画し、並びに関係事務を総括整理する。

３ 情報通信調査官の分担する事務の範囲は、所属長が定め、事後速やかに長官に報告し

なければならない。

（高速道路調査官）

第21条 関東管区警察局広域調整部に、高速道路調査官１人を置く。

２ 高速道路調査官は、命を受け、高速道路における交通警察の運営に係る企画及び調整

に関する事務を助ける。

（警衛調査官）

第22条 関東管区警察局広域調整部に、警衛調査官１人を置く。

２ 警衛調査官は、命を受け、警衛の実施に関する事務をつかさどる。

（通信支所）

第23条 関東管区警察局情報通信部に、通信支所を置く。

２ 通信支所に、支所長を置く。

３ 支所長は、命を受け、警察通信業務の一部を総括処理する。

４ 支所長の分掌する事務の範囲及び通信支所の内部組織については、関東管区警察局長

が定め、事後速やかに長官に報告しなければならない。

附 則

この訓令は、昭和32年４月１日から施行する。

附 則〔平元.５.29警庁訓４〕

この訓令は、平成元年５月29日から施行する。

附 則〔平４.４.１警庁訓４〕

この訓令は、平成４年４月１日から施行する。

附 則〔平４.４.10警庁訓７〕

この訓令は、平成４年４月10日から施行する。

附 則〔平６.６.29警庁訓８〕

この訓令は、平成６年７月１日から施行する。

附 則〔平９.４.１警庁訓３〕

この訓令は、平成９年４月１日から施行する。

附 則〔平13.１.４警庁訓１〕

この訓令は、平成13年１月６日から施行する。

附 則〔平13.３.30警庁訓11〕

この訓令は、平成13年４月１日から施行する。

附 則〔平14.４.１警庁訓５〕

この訓令は、平成14年４月１日から施行する。

附 則〔平16.４.１警庁訓７〕

この訓令は、平成16年４月１日から施行する。

附 則〔平17.４.１警庁訓４〕

（施行期日）

１ この訓令は、平成17年４月１日から施行する。

（不正商品取締官の設置に関する訓令等の廃止）

２ 次に掲げる訓令は、廃止する。

(1) 不正商品取締官の設置に関する訓令（平成４年警察庁訓令第５号）

(2) 鉄道警察管理室の設置に関する訓令（平成11年警察庁訓令第７号）



附 則〔平18.３.30警庁訓４〕

この訓令は、平成18年４月１日から施行する。

附 則〔平19.３.30警庁訓４〕

この訓令は、平成19年４月１日から施行する。

附 則〔平20.3.31警庁訓６〕

この訓令は、平成20年４月１日から施行する。

附 則〔平21.3.31警庁訓７〕

この訓令は、平成21年４月１日から施行する。

附 則〔平22.４.１警庁訓２〕

この訓令は、平成22年４月１日から施行する。


